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IoT、AI（人工知能）、ロボット、ビッグデータ等の先端技術をあらゆる産業や生活分野に

取り入れ、経済成長と課題解決を図る新たな社会である「Society 5.0」を、我が国は世界に先

駆けて実現することを目指しています。Society 5.0 では、あらゆる産業や生活分野において

膨大な数の IoT デバイスが普及し、無線によりネットワークに接続されることから、これま

でにない膨大な数の無線接続が求められるなど、電波利用のニーズが質的・量的に飛躍的に拡

大すると予想されています。 
これまでも、社会ニーズに対応した周波数移行・再編の推進など、国民共有の財産である電

波を最大限有効に活用するための取組が進められてきましたが、Society 5.0 の実現に向けて、

電波の更なる有効利用のための新たな方策が求められています。 
総務省では、2017 年 11 月から「電波有効利用成長戦略懇談会」を開催し、公共用周波数の

有効利用促進、周波数の割当て・移行制度や電波利用料制度の見直し等の電波の有効利用方策、

2030 年代に向けた電波利用の将来像とその実現方策等について、包括的な検討を行ってきま

した。その検討結果として、2018 年 8 月に「電波有効利用成長戦略懇談会 報告書」が取り

まとめられ公表されました。 
今回の電波利用懇話会では、総務省総合通信基盤局電波部電波政策課長の布施田様をお迎え

して、「電波有効利用成長戦略懇談会 報告書」の概要についてご解説いただきます。 
ご関心をお持ちの多くの皆様がご参加下さいますようご案内申し上げます。 
 

記 
1 日  時：平成 30 年 9 月 27 日（木）午後 3 時から 4 時 30 分まで 
2 場  所：一般社団法人電波産業会 会議室 

東京都千代田区霞が関一丁目 4 番 1 号 日土地ビル 11 階 
3 主  催：一般社団法人電波産業会（ARIB） 
4 題  名：「電波利用の将来像とその実現方策、2020 年代に向けた電波有効利用方策につ

いて」（「電波有効利用成長戦略懇談会 報告書」概要） 
5 講  師：総務省総合通信基盤局電波部電波政策課 

課長 布施田 英生 様 
6 参 加 者：70 名程度（定員になり次第締め切らせていただきます。） 

No.1138 2018 年 9 月 18 日 

第 161 回電波利用懇話会のお知らせ 
「電波利用の将来像とその実現方策、 

2020 年代に向けた電波有効利用方策について」 
－ 「電波有効利用成長戦略懇談会 報告書」概要 － 
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7 申 込 先：当会ホームページの講演会等開催案内よりお申込ください。 
 (https://www.arib.or.jp/osirase/seminar/index.html) 

8 参 加 費：ARIB 正会員及び賛助会員は無料、非会員は 5,000 円 
9 問合せ先：一般社団法人電波産業会 企画国際部 電波利用懇話会事務局 小田島まで 

  TEL: 03-5510-8592 E-mail: arib-seminar2018@arib.or.jp 
 

 
 
 

 
9 月 13 日（木）に、総務省とメーカ社長との懇談会（第 18 回）を都内で開催しました。 
本懇談会は、当会役員及び経営諮問委員のうちメーカ 14 社の会長又は社長と総務省幹部で、

毎年一回開催しているものです。 
今回は総務省から、野田総務大臣、坂井総務副大臣、小林総務大臣政務官及び関係局長等幹

部が、当会からメーカ 10 社の会長又は社長がそれぞれ出席されました。 
当会の吉田会長（ソニー株式会社 取締役 代表執行役 社長 兼 CEO）の挨拶、総務省側か

らは、野田総務大臣、坂井総務副大臣、小林総務大臣政務官からご挨拶を頂きました。 
総務省側から、 
「総務省の国際戦略・技術戦略」（国際戦略局） 
「放送を巡る最近の動き」（情報流通行政局） 
「情報通信基盤の整備の推進」（総合通信基盤局） 
「IoT 時代のサイバーセキュリティ対策」（サイバーセキュリティ統括官） 
「未来をつかむ TECH 戦略」(情報通信審議会答申(H30.8.23)） 
平成 31 年度 ICT 関係予算概算要求の重点事項（官房総括審議官） 
の資料が提出されるとともに、当会側出席者から各社の動向や総務省への要望等のプレゼン

がされた後、有意義な意見交換が行われました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総務省・メーカー社長懇談会を開催 

吉田 
電波産業会会長 
ソニー(株)社長 

野田 
総務大臣 

坂井 
総務副大臣 

小林 
総務大臣政務官 

https://www.arib.or.jp/osirase/seminar/index.html
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鈴木 
総務審議官 

吉田 
国際戦略局長 

竹内 
サイバーセキュリティ 

統括官 

安藤 
官房総括審議官 

泉 
官房審議官 

奈良 
官房審議官 

シャープ(株) 
石田副社長 

(株)JVC ケンウッド 
辻会長 

東芝(株) 
綱川社長 

日本電気(株) 
新野社長 

(株)日立国際電気 
佐久間社長 

(株)日立製作所 
東原社長 

谷脇 
総合通信基盤局長 

田原 
総合通信基盤局 

電波部長 

日本無線(株) 
荒社長 

モトローラ・ 
ソリューションズ(株) 

山崎社長 

三菱電機(株) 
杉山社長 

電波産業会 
松井専務理事 
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国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）と一般社団法人電波産業会（ARIB）が締結

した連携・協力の推進に関する協定に基づき、9 月 11 日（火）電波産業会において第 6 回の

連絡会を開催しました。本協定は、研究開発や標準化などにおいて両機関の連携・協力を強化

するため、2013 年 3 月 12 日付で締結されたものです。本連絡会では、両機関からそれぞれ

の活動状況を紹介するとともに、連携・協力の更なる推進について活発な意見交換を行いまし

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

NICT と ARIB の連携・協力推進に関する連絡会を開催 

NICT と ARIB の連携・協力推進に関する連絡会の様子と 
挨拶する ARIB 松井専務理事（左）と NICT 門脇理事（右） 

総務省・メーカー社長懇談会の様子 
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１．開催期間・場所 
開催期間：2018 年 9 月 3 日～2018 年 9 月 7 日 
開催場所：英国ロンドン市 国際海事機構(IMO)本部 第 10 会議室 
 
２．参加国 
米国、英国、中国、ドイツ、フランス、ノルウェー等 23 ヶ国 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．概要 
IMO/ITU 専門家会合は IMO と ITU の間で調整する必要のある事項について議論する会合

で、現時点で最も重要な課題は、WRC-19 への対応と「GMDSS の近代化」の 2020 年代半ば

の実施に向けての勧告の改定等で、今会合において、我が国と米国と共同で働きかけてきた

IMO の EPIRB 性能要件の改定を、AIS に関する勧告 ITU-R M.1371-5 の改定案に反映させる

ことになりました。 
 
 
 

 
第 253 回業務委員会を開催しました。 
 
1 日時： 平成 30 年 9 月 12 日（水） 午後 3 時 30 分から午後 4 時 34 分まで 
2 場所： 当会第 2 会議室 
3 議題 

(1) 第 24 回理事会等の開催(予定)について 
(2) 第 108 回規格会議の結果について 

第 14 回 IMO／ITU 専門家会合の参加 

第 253 回 業務委員会を開催 

IMO 本部 
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(3) ITU-R SG5 TG5/1 第 6 回会合の概要 
(4) SET EXPO 2018 及び関連会合等の概要 
(5) CEATEC JAPAN 2018 での ARIB の出展について 
(6) 各社からのトピックス 
(7) その他 

 

 
 
9 月 20 日（木） DiBEG 作業班会合（第 71 回） 
9 月 20 日（木） 地域 BWA 推進協議会幹事会 
 

 
 

9 月 17 日（月）～9 月 21 日（金） 第 25 回 ITS 世界会議（コペンハーゲン） 
 

 

 
 
 
 
 
 
情報通信審議会 情報通信技術分科会 陸上無線通信委員会（主査：安藤 真 独立行政法人 

国立高等専門学校機構 理事）は、平成 30 年 5 月から「UWB（超広帯域）無線システムの

技術的条件」のうち「マイクロ波帯を用いた UWB 無線システムの屋外利用の技術的条件」に

ついて検討を行いました。 
このたび、陸上無線通信委員会報告（案）を取りまとまり、平成 30 年 9 月 12 日（水）か

ら同年 10 月 10 日（水）までの間、意見が募集されています。 
 

詳細については【平成 30 年 9 月 11 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 
 
 
 
 
 
総務省は、平成 29 年度電波の利用状況調査（714MHz 以下の周波数帯を対象）の評価結果

（平成 30 年 7 月）及び電波有効利用成長戦略懇談会（座長：多賀谷一照 千葉大学名誉教授）

の報告書（平成 30 年 8 月）の提言等に基づく具体的な周波数の再編を円滑かつ着実に実施す

るため、「周波数再編アクションプラン（平成 29 年 11 月改定版）」を見直し、別紙 1 のとお

り「周波数再編アクションプラン（平成 30 年度改定版）（案）」を作成しました。 

今週の ARIB 内会合（9 月 18 日～9 月 21 日） 

今週の国際会合（9 月 18 日～9 月 21 日） 

陸上無線通信委員会報告（案）に対する意見募集 
       【平成 30 年 9 月 11 日発表】 

「周波数再編アクションプラン」の見直しに係る意見募集 
       【平成 30 年 9 月 11 日発表】 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000346.html
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同案について、平成 30 年 9 月 12 日（水）から同年 10 月 16 日（火）までの間、意見が募

集されています。  
 

詳細については【平成 30 年 9 月 11 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 
 

 

 
 
 
 
 
一般社団法人 セキュア IoT プラットフォーム協議会（理事長 辻井重男）では「日本の研

究活性化に向けて」と題し、下記によりシンポジウムを開催することとしていますのでお知ら

せします。 
現在、我が国では、短期的・計画的・実用化研究は活発に進められておりますが、他方で国

力の将来的基盤となる、自由な発想に基づく長期的・学術的基礎研究が衰退しつつある状況に

あります。こうした問題意識を背景に、本シンポジウムでは元学長、学会長や元総合科学技術・

イノベーション会議議員をお招きし「研究活性化に向けて」をテーマにパネル討論会が開催さ

れるほか、現役研究者による ICT 分野の最新の研究活動紹介、シニア研究者による社会貢献

活動の紹介、元学長やノーベル賞受賞者などをお招きした鼎談など、多分野から多数の著名な

研究者にご登壇頂いて研究に対する社会的課題を討議して頂くこととされております。 
なお、このシンポジウムに引き続き、8 月 27 日に発刊した ARIB NEWS でお知らせしま

したように、10 月 2 日に同協議会が主催する「IoT サイバーセキュリティシンポジウム」が

同じく早稲田大学国際会議場で開催されます。 
 
開催日時： 平成 30 年 10 月 1 日（月） 10：00～20：20 
開催場所： 早稲田大学国際会議場 
主催：   一般社団法人セキュア IoT プラットフォーム協議会 
      NPO 知的社会システム研究開発機構 
共催：   早稲田大学 
参加費：  無料 
申込み先： https://iotcss.com/ 
 
詳細については、10 月 1 日及び 10 月 2 日のシンポジウムとも IoT サイバーセキュリティ

シンポジウム Autumn2018 実行委員会ホームページ（https://iotcss.com/）に掲載されてお

りますので、そちらをご覧ください。 
 
 

 

 

 
〠100-0013 東京都千代田区霞が関一丁目4番1号 日土地ビル11階 
                TEL 03-5510-8590  FAX 03-3592-1103 
               https://www.arib.or.jp  E-mail arib_news@arib.or.jp 

日本の研究活性化に向けたシンポジウムの開催 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban09_02000274.html
https://iotcss.com/

